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企業結合規制（基本解説セミナー資料） 

 

前半 

 

[概要] 

 

 

・企業結合規制とは 

 ・もし企業結合行為が行われたならば弊害が起こる蓋然性がある、という場合に、企業結

合行為を事前に禁止する。 

・事前の企業結合審査 → 事前届出義務 

・届出前相談が主な舞台となることが多くなっている。 

・令和 6 年度企業結合事例の掲載事例のうち、届出義務があったものは、全て、届出から

クリアランスまで 30 日以下。 

 

行為要件 

・行為要件を満たせば、事前規制の対象となる 

・さらに規模の要件を満たせば事前届出義務 

・行為要件 → 各条の 1 項 



2 

 

・日本では企業結合行為が複数の条による縦割りとなっている 

・会社による株式取得（10 条） 

・役員兼任（13 条） 

・会社以外による株式取得（14 条） 

・合併（15 条） 

・共同新設分割・吸収分割（15 条の 2） 

・共同株式移転（15 条の 3） 

・事業譲受け等（16 条） 

・受け皿条項（17 条） 

・どれに該当しても、他の違反要件は同じ 

・届出義務の要件が異なる。 

・→ 届出義務の基準の違いに応じて条を分け、それに違反要件規定（各条の 1 項）が帯同

している、というイメージ。 

 

弊害要件 

・［再掲］企業結合規制とは 

・もし企業結合行為が行われたならば弊害が起こる蓋然性がある、という場合に、企業結

合行為を事前に禁止する。 

・企業結合後の状況を企業結合前に判断するのであることを「こととなる」で表現 

・基準時は企業結合後 

・企業結合前の現在の状況を検討しているのは、現在の市場の状況が企業結合後もそのま

ま維持されることを暗黙の前提としているから。 

・上記の暗黙の前提が通用しない事例では、将来の状況が特に考慮される。 

・将来において上市される。 

・将来において市場環境が変わる。 

・過去の出来事が参考とされることもある。 

・例：過去に協調的行動（一斉価格引上げなど）がしばしば起きたことが、将来におけ

る協調的行動を予測させる。 

・条文：「一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる」 

・以下では、これを小分けにする。 

 

市場画定（一定の取引分野の画定） 

・需要者・供給者・商品役務 から成る 
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・需要者からみて選択肢となる供給者の範囲 

・選択肢となる供給者が同じである需要者の範囲 

・通常の教科書的パターン 

・当事会社が競争関係にある商品 α があり、それと似ている商品 β がある、という場

合に、α だけで市場が成立するか、α と β であわせて 1 個の市場が成立するか 

     

・需要の代替性 

・需要者にとっての（現状での）選択肢の範囲 

・供給の代替性 

・現在は選択肢となっていない供給者がどこまで食い込めるか 

・事例集の事例によくあるパターン 

・（教科書的には、α に β が加わるか、という感じで解説されることが多いが） 

・実際の事例では、まずは一体とみられがちなもの（α＋β）が、α と β に分かれるか

否か、という角度からの記述となっていることが非常に多い。 

・以上は、一応は、商品役務の範囲 

・地理的範囲 

・考え方は商品役務の範囲と同じはず 

・世界中の教科書で商品役務の範囲と地理的範囲がある、と書かれているので、仕方ない

から毎回触れるお約束、という感じの記載が多い。 

・結局、 

・「需要者からみて選択肢となる供給者の範囲」が唯一最大の基本的考え方 

・他は、そのもとで色々言われている派生的基準 
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・商品役務の範囲と地理的範囲の二分法 

・SSNIP 

・など 

 

競争を実質的に制限することとなる 

・企業結合行為を行ったら競争の実質的制限が起こる蓋然性が高まる。 

・(1) 企業結合行為を行ったら、懸念される行動が起こりやすくなる 

・(2) 懸念される行動が本当に起こったら、競争の実質的制限が起こる 

・これらは、全体として判断すればよい（一つ一つに立証責任は発生しない）が、便宜上、

2 つに分けて説明。 

 

・(1) 企業結合行為を行ったら、懸念される行動が起こりやすくなる 

・懸念される行動 

・水平型企業結合 

・当事会社らにおける価格等の連動 

・垂直型企業結合 

・川上と川下 

 
・排除シナリオ 

・閉鎖と情報入手 

・協調的行動シナリオ 

・情報入手 

・混合型企業結合 

・甲市場と乙市場 
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・排除シナリオ 

・組合せ供給と情報入手 

・協調的行動シナリオ 

・情報入手 

・懸念される行動が起こりやすくなるかどうかは次の 2 つのポイントを見て判断 

・能力 

・意欲（インセンティブ） 

 

・(2) 懸念される行動が本当に起こったら、競争の実質的制限が起こる 

・正当化理由なく競争変数が左右される状態 

・正当化理由は、企業結合規制では登場頻度は低い 

・経営状況（failing firm） 

・効率性 

・競争変数＝価格、品質、数量等 

・「競争変数が左右される」＝「牽制力が働かない」 

・牽制力の各種 

   

・内発的牽制力 

・少数株式取得の場合など 

・他の供給者による牽制力 

・既存の競争者 

・新規参入者（国内・国外） 

・隣接市場 

・市場画定で類型的に外に出したものによる敗者復活 

・需要者による牽制力 

・上記に盛り込まれるいくつかのポイント 

・協調的行動が起きやすい市場か 

・他の供給者の行動を予測することが容易 

・抜け駆けの発見が容易 
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・抜け駆けへの制裁が容易 

・当事会社同士の競争が特に活発（close competitors）であったか 

 

因果関係 

・条文では「により」「によつて」 

・もともと弊害が存在した場合 

・将来いずれにしても弊害が起こる場合 

・USEN-NEXT／キャンシステム 

・競争を期待すべきでない場合 

・ふくおか FG／十八銀行 

 

届出義務 

・「企業結合集団」の「国内売上高合計額」（10 条 2 項で定義） 

・10 条 2 項は次のものが混在 

・届出義務総論 

・株式取得の届出義務（各論） 

・「企業結合集団」と「当事会社グループ」の違い 

・「企業結合集団」 

・親子会社関係でつながる集団 

・10 条 2 項 

・届出義務の範囲を画定するための概念 

・「当事会社グループ」 

・「結合関係」でつながる集団 

・企業結合ガイドライン第 1 冒頭、第 2 冒頭 

・違反要件の成否を検討するための概念 

・「結合関係」が、あるが弱めである、という場合、 

・かつては一律に一体化扱いされたので激しく争われたとされるが、 

・現在は、内発的牽制力の考慮がされるようになったのでさほど争われなくなったよ

うに見える 

 

企業結合審査手続 

・このページ冒頭の時系列図のとおり 

・もともと事前相談ばかり 

・平成 23 年の見直し 

・第 1 次審査（30 日） 

・第 2 次審査（91 日） 



7 

 

・意見聴取通知期限 

・当事会社側がその気になれば時計の針で公取委にプレッシャーをかけることができる 

・最近、 

・全てを届出前相談の段階で行い、「握って」からセレモニーとして届出を行う案件の増

加 

・第 2 次審査に入る事例はほとんどなくなった 

・平成 23 年の見直しより前に戻ったことになるが、手続に対する信頼感・安心感がある

ためか、問題とする動きはみられない（？） 

・参考 

・「届出一覧」 

・https://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/toukeishiryo/ichiran.html 

 

先端問題 

・ビッグテックによるスタートアップの買収 

・違反要件論 

・どう捕捉するか 

・ファンド等による、競争関係にある複数社それぞれの株式の取得 

・14 条（届出義務なし） 

・少数ずつ（結合関係がない程度の）であれば、どう捕捉するか 
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本日の後半 

クボタ／日本鋳鉄管 

 

・共同出資会社の設立 

・10 条 

・その上で OEM 契約 

・届出義務なし 

・「相談」 

・グリーンガイドラインに言及 

・共同出資会社 

・ダクタイル鉄管のうち、 

・クボタの小口径管の上工程 

・日本鋳鉄管の全て 

・「結合関係」 

・条文にない公取委独自概念 

・企業結合行為により「一定程度又は完全に一体化して事業活動を行う関係」（企業結合

ガイドライン第 1 の冒頭） 

・「結合関係」になるとされると、「当事会社グループ」を形成するとされる（企業結合ガ

イドライン第 2 の冒頭） 

・どのような場合に争点となるか 

・検討対象事業が当然に一体となる企業結合行為では、当然なので争点にならない 

・合併・共同新設分割・吸収分割・共同株式移転・事業譲受け 

・親子会社となる株式取得・所有も 

・少数株式取得・少数株式所有の場合に、争点となる 

・企業結合ガイドライン第 1 の 1（1） 

・議決権保有比率 20％超かつ第 1 位なら当然に「結合関係」あり 

・議決権保有比率 10％以下かつ第 4 位以下なら当然に「結合関係」なし 

・その中間なら、所定の考慮要素に基づいて判断 
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・応用編 

・「間接の結合関係」 

  

・「結合関係」概念の実際（？） 

・平成 23 年見直し前 

・「当事会社グループ」とされたら内発的牽制力が考慮されなかった（？） 

・→ 徹底的に争う企業（？） 

・平成 23 年見直し後 

・「当事会社グループ」とされても内発的牽制力が考慮される（そのことへの信頼）

（？） 

・→ 「結合関係」がさほどクローズアップされない（？） 

・市場画定（「一定の取引分野」） 

・27 頁 2（2）小口径管のみの市場 

・27 頁 2（1）ポリエチレン管を除外 

・→ 29 頁（4）「隣接市場」として敗者復活 

・「競争を実質的に制限することとなる」 

・単独行動（28〜32 頁）と協調的行動（32〜34 頁）は、本来、これらを併せて総合考慮

すべきもの 

 

・内発的牽制力 29 頁冒頭「次に」 

・本件で「問題解消措置」とされるものも、それを確保するための方策の一つ（34〜35
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頁） 

・効率性 

・3 条件（EU などと共通） 

・第 3 条件において、「需要者にとって使用上の価値に直接の変化がない場合であって

も、品質の向上と評価できる」（32 頁注 9） 

・↓[グリーンガイドライン]PDF 9 頁より↓ 

 

・協調的行動が起こりやすくなるか否か（32〜34 頁） 

・まず確認 

・当事会社と競争者との間の協調 

・当事会社間の協調 

・33 頁（1）イ「供給余力」 

・供給余力は、逸脱者に対する報復の武器となり得る、という見方 

・33 頁（2）ア 

・互いの行動を予測しやすいか否か 

・33 頁（2）イ 

・過去の競争の状況 
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 白石教授からレジュメに基づき説明が行われた後、概要、以下のとおり議論が行われた。 

 

● 本件では、株式取得後に業務提携して OEM による生産が行われることとなるが、その

際のコスト共通化による協調関係が競争関係に与える影響を検討することとされてい

る。しかしながら、効率化の検討の部分では、企業結合に固有の効率性向上であるかど

うかなどあたかも業務提携は関係ないとしているように見え、一貫性がないように思わ

れる。 

  

〇 本件は、企業結合課が担当しているが、業務提携にたまたま株式取得も加わった事例と

いう見方もあり得るもので、複雑化している。 

 

●  相談事例集には、業務提携についてシェアが高いにもかかわらず情報遮断することに

より認められる事例がよく見られるが、本件ではそれに企業結合が加わることにより効

率化の議論が難しくなっている。単なる業務提携のときの議論との対比で、議論がズレ

ているように感じられるが、実際には、どのような手法を用いたら、公正取引委員会か

ら認めてもらいやすいのか気になる。 

 

〇 本件では、クボタは、株式取得しないと、日本鋳鉄管は従業員の出向を通じてノウハウ 

を早期に取得できないと主張し、業務提携を含めた全体として認めてもらおうとしてい

るものと思われる。 

 

● 問題解消措置について、詳細版には記載されている「①当事会社は、当事会社グループ

のダクタイル鉄管の販売部門の役職員が他方の当事会社グループのダクタイル鉄管に

関する機微情報を知徳する可能性のある業務を兼務させない。」が、概要版では記載さ

れていない。これは、公正取引委員会とのやり取りの中で、問題解消措置のスキームに

加わったということかもしれない。 

 

〇 本件は、届出義務がないにもかかわらず相談があった事例であり、また、株式取得と業

務提携が絡んだ事案でもあり、分かりにくくなっている。 

 

● 米国では、バイデン政権のときには、問題解消措置をとることにより認められた企業結

合事案は 1 件しかなかったにもかかわらず、トランプ政権成立後は、わずか半年で 3 件

くらい問題解消措置をとることにより認められた事案があると聞いた。 

 問題解消措置についての考え方がこのように変わるということについて、何か、歴史

的な意味とか理論的な根拠があるのか。 
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〇 企業結合自体についての考え方とは別に、問題があったときに解消措置を認めるかど

うかという点について別の議論はあり得る。例えば、英国ではかつて構造的措置しか認め

ないとされていた。公正取引委員会は、ガイドラインでは、構造的措置が原則だと言いな

がら、実際にはこだわっていない。構造的措置か行動的措置かという区別自体あいまいな

ものなので、1 回で終わる措置かそうでない措置かということが当局のリソースの面から

意味をもつようにも思われたが、最近ではトラスティーのような第三者による監視も行

われるようになっており、そうなると当局のリソースの問題もあまり関係ないというこ

とになってくる。 

 

● 効率性について、株式取得しないと、日本鋳鉄管は従業員の出向を通じてノウハウを早

期に取得できないという苦しい認定となっているのは、効率性について企業結合に固有

かどうかの議論をしようとしているからであり、これはそもそも、問題設定がおかしか

ったことによるものと思われる。企業結合だけでなく業務提携による効率化の話もしな

ければならなかったと思われる。 

 

〇 この案件には企業結合と業務提携の 2 つの面があることによる難しさについては御指

摘のとおりと思われる。 

 

● 共同出資による新設工場により、クボタの生産の全量まかなえるのか。旧製品も引き続

き生産されるのであれば、自社の旧製品とも競合関係にあり、競争関係の評価に関係し

てくるのではないか。 

 

〇 事実関係は不明であるが、理論的にはその通りであると考えられる。 

 

● グリーンガイドラインでは、需要者が温室効果ガス排出量が削減されることを気にしな

い場合についての考え方を明確にしていないような印象であったが、本件は、そのよう

な場合でも、全世界的にみればメリットがあり需要者もそれに含まれているのであれば

競争促進効果があると評価されるということを新たに明らかにしたものであるとみて

よいか。 

 

〇 欧州では、従来、グリーンの正当化理由は、検討対象市場の中でのものでなければなら

ないとされてきた。今回、本件で示された考え方は、「効率性」についての議論の中での

限られた議論のようにも思われる。 

 

● そもそも、企業結合審査において、そのようなプラスの効果を競争促進効果として効率

性の前に評価すべきなのか、それとも弊害があるとした上で後から効率性の問題として
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みるべきなのか。 

 

〇 多くの効率性の議論は、競争への影響はあるが効率性が高まるといった正当化理由と

して行われている。日本では、以前は、競争に悪影響を及ぼすのに正当化理由を認めると

いうことに対して反発する考え方がみられたため、そのような考え方をもつ人たちを懐

柔するために「正当化理由」という用語を「競争促進効果」という用語に置き換えていた

面もある。現在では、「正当化理由」という考え方自体が広く認められるようになってい

るが、「競争促進効果」という用語が 2 つの意味で使われている。 

 

● 「品質の向上」にグリーンが含まれるのであれば、最近話題の「経済安全保障」とか「サ

プライチェーンの強靱化」といったことも含まれる余地はあるか。 

 

〇 グリーンと並ぶようなことであれば含まれてもおかしくはないであろう。国として、あ

るいは国際的な関心事項であれば、受け入れられやすいであろう。 


